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環境省の平成２２年度科学技術関係予算について

環境省総合環境政策局総務課環境研究技術室

1. は じ め に

環境省では平成２２年度に，「２５％削減の目標の

達成と豊かな暮らしの実現に向けた社会の変革」

「生物多様性の保全と持続可能な利用による自然

共生社会の実現に向けて」「循環型社会づくりに

向けて」「安全・安心な社会づくりに向けた環境

保全の取組」の４つの視点から，持続可能な社会

を構築するための施策を強力に推進することとし

ている。（図 1）

環境省における平成２１年度科学技術関係予算案

では，総額約３８０億円となっており，前年度に比

べ約３０億円の増となっている（図 2）。

2. 環境研究総合推進費（環境研究・技術開発推

進費と地球環境研究総合推進費の統合）につ

いて

環境省では，平成２１年度まで，地球環境研究総

合推進費（３９．６億円）と環境研究・技術開発推進費

（１１．６億円）として，それぞれ競争的研究資金制度

を実施してきたが，より優良な提案を募ることを

可能とするため，平成２２年度から両制度を統合す

る。本施策は，“政策貢献指向型の競争的研究資

金”として特徴づけ，環境保全施策の立案・推進

に対し重要な科学的知見及び技術開発を提供する

ことをめざすものである。

また，これまで環境研究・技術開発推進費で

は，とくに地域の独自性・特性を活かした研究開

発を支援するため「地域枠」を設けており，地域

の公的試験研究機関等が連携を図る共同研究プロ

ジェクト等を募集・実施している。平成２１年度に

ついては，地域枠として，埼玉県が研究代表を務

める「ゼオライトろ床と植栽を組み合わせた里川

再生技術の開発」を採択したところであり，平成

２２年度分については，昨年１１月に公募を締め切

り，「地域枠」で９件の公募があったところであ

る。

一方，地球環境研究総合推進費においても，平

成２２年度新規戦略的研究プロジェクト「温暖化影

響評価・適応政策に関する総合的研究（S―８）」に

おいて，テーマ「自治体（都道府県，市町村）レベ

ルでの影響評価と総合的適応政策に関する研究」

を行うこととしており，地方環境研究所を含むグ

ループからも応募があったところである。また，

本プロジェクトでは，温暖化影響・適応に関する

情報交流を担うプラットフォームとして自治体コ

ンソーシアム（交流組織）を整備し，情報発信する

予定である。

3. 環境技術実証事業について

また，環境技術実証事業を，平成２２年度におい

ても，引き続き実施する。本事業は，環境保全上

重要であるにも関わらず導入の進んでいない環境

技術の普及を後押しするため，その環境保全効果

等について第三者機関による実証試験を実施し，

その結果を広く公表するものである（本事業にお

いて「実証」とは，環境技術の環境保全効果，副

次的な環境影響等を，当該技術の開発者でも利用

者でもない第三者機関が，試験等に基づいて客観

的なデータとして示すことをいう）。

具体的には，環境省が有識者の助言を得て選定

する実証対象技術分野において，公募により選定

された第三者機関（「実証機関」）が，実証申請者
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（技術を有する開発者，販売者等）から実証対象技

術を募集し，その実証試験を実施するものであ

る。実証試験を行った技術に対しては，その試験

結果について環境省ホームページで公表するとと

もに，「環境技術実証事業ロゴマーク」を交付し

ている。

本事業ではこれらを通じ，すでに適用可能な段

階にあって有用と思われる環境技術であっても環

境保全効果の客観的なデータがないためにユー

ザーが利用を躊躇して普及が進まない実態を改善

し，地域及び全国の環境保全の促進と，環境産業

の発展を図っている（図 3）。

なお，詳細については，環境省「環境技術実証

事業」ウェブサイトに，実証の考え方，実証試験

の概要や結果報告書，試験実施に当たっての実証

試験要領等を掲載しているので参照されたい。

http://www.env.go.jp/policy/etv/index.html

4. ま と め

環境省では，平成２２年度にこれらの取組を含

め，地域での産学官連携の取組みに対し，継続的

に支援していくこととしている。

図 3
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